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1.はじめに
ガット･ウルグアイ･ラウンド(以下UR)交渉が決着する1年前の1992年6月10日,磨
林水産省(以下農水省)は｢新しい食料･農業･農村政策の方向｣ (註1) (以下｢新政策｣)を
公表した. ｢21世紀に向けて思い切った政策展開を図っていくため, 10年程度後を見通し,食料･
農業･農村政策のとるべき方向について,論点整理と方向付けを行った｣ (註2)とされるこの
報告書に盛られた大方の内容は, ｢食料｣を全面に打ち出したユニークな名称とともに, 7年後
に制定された｢食料･農業･農村基本法｣ (以下｢新農基法｣)に受け継がれることになった.そ
の意味で｢新政策｣の策定は,今日からみればあらかじめ｢新農基法｣の制定を予定した農政転
換の枠組み作りであったかに見える.
しかし, ｢新政策｣の策定は,農業基本法(以下｢旧農基法｣)制定後30年を節目に,食料･農業･
農村に関する施策のあり方を総合的に見直すことが目的であったにもかかわらず, ｢旧農基法｣
の見直しについては,何故か検討の姐上にすら載せられなかった.事実上, ｢新政策｣の策定, ｢旧
農基法｣の見直し, ｢新農基法｣の制定といった経過をたどったとはいえ,当時としてはこうし
た方向すら確定していなかった(註3). ｢今回のとりまとめは『環境保全に資する農業政策｣の
視点など農業基本法に含まれていない理念や視点を含んでいるが,そのこと自体が直接農業基本
法の見直しにつながるものとは考えていない｣ (註4)というのが農水省の半ば公式の見解であっ
た. ｢新政策｣策定から｢新農基法｣制定-といった農政展開のベクトルは,関係者の希望的観
測を別として,明らかに切断されていたのである.
｢新政策｣が｢新農基法｣制定に向けた農政転換の枠組み作りという連動性をあえて排除する
形で策定されたとすれば,その理由を探り出すことを通して,農政史上における｢新政策｣固有
の意義なり限界を検討してみることが必要になろう.そこで(1)の｢新政策｣策定の経過と背
景では,当時の資料や新聞記事等によりながら, ｢新政策｣が｢旧農基法｣の見直しと切り離さ
れる形で策定されるに至ったプロセスについて検証してみたい.
｢新政策｣はまた, ｢効率性追求一辺倒-の反省｣や｢国民的コンセンサス｣をキーワードとす
`東北大学大学院農学研究科研究科長･教授
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る｢政策展開の考え方｣に基づき, ｢農業｣, ｢農村地域｣など項目ごとに政策展開の方向付けを行っ
ている.中でも, ｢個別経営体｣, ｢組織経営体｣など新しい｢経営体｣が大宗を占めるとされた
土地利用型農業の将来ビジョンについては,数値目標を含めて具体的に提示されたせいか,当時
から広く注目され論議を呼んだ. ｢環境保全型農業｣という言葉が最初に登場したのも｢新政策｣
であった･ただし, UR関連やその動向に影響される食管制度をはじめとする米政策の方向など,
当時,最も関心を呼んだ事項に関する検討は先送りされた.したがって,その点に関する｢報告
書｣の内容もまた,歯切れの悪さを残すことになった. (2)の｢新政策｣のビジョンでは,各政
策項目にみられる特徴やねらい,それらに対する評価,さらには政策全体の整合性などについて
検討し, ｢新政策｣のビジョン全体を各種論評を交えながら浮き彫りにしてみよう.
その上で(3)の｢新政策｣の現実的帰結では,土地利用型農業の構造展望や｢新政策｣が前
提とした｢農産物の需要と生産の長期見通し｣等の現実的帰結について,出来るだけ目標年次と
された2000年度のデータを手掛かりとしながら比較検討し, ｢新政策｣に対する事後評価を試
みてみたレ∴
以上の結果を(4)農政史上における｢新政策｣の意義と限界として総括すれば,おそらくそ
の中から｢新農基法｣下の政策展開に関わる課題についても,抽出することができるに違いない.
註･1) ｢新しい食料･農業･農村政策の方向｣の全文は,新農政推進研究会〔1)の巻末に(参考1)とし
て掲載されている.以下, ｢新政策｣からの引用は,上記出版物の(参考1)による.
2)山口〔2〕, p.14.当時山口氏は,農水省大臣官房企画室,新政策本部事務局企画官である.
3)年代順に言えは, ｢新政策｣公表(1992.6.10), UR農業合意(93.1214),農政審報告(94.8.12-
農業基本法については,国際化の進展等の社会情勢の変化等を踏まえ,改正の要否を含め,検討すべ
き), ｢UR合意関連対策大網｣決定(94.10.25), ｢農業基本法に関する研究会｣設置(95.9.22), ｢農
業基本法に関する研究会｣報告(96･9･10), ｢食料･農業･農村基本問頓調査会｣初会合(97.4.18), ｢基
本問題調査会｣首相に最終答申(98.9.17), ｢食料･農業･農村基本法｣公布･施行(99.7.16), ｢食料･
農業･農村基本計画｣首相に答申(2000.3.16), ｢基本計画｣閣議決定(2000.3.24)という経過をたどった.
4)山口〔3〕, p.19.
2. ｢新政策｣策定の経過と背景
｢新政策｣の策定は,近藤元次農相(1990年12月29日～91年11月5日)が91年2月5日
の閣議後の記者会見で｢農業基本法制定から今年で30年,この辺で農基法のあり方も含めて個
人的に勉強してみたい｣ (註1)と発言したことがきっかけになったと言われている.農相の発
言は当時｢農業基本法の見直し｣として大きな反響を呼んだ. 2月22日の衆院予算委員会でも,
農相は,農政の基本方針を定めた｢旧農基法｣の抜本的な改正に触れ｢私自身の考えがまとまっ
た段階で,専門家,学識者など広い範囲で話を聞くことも考えたい｣ (註2)と具体的な見直し
策を検討する意向を明らかにした. 4月5日に｢1990年度農業白書｣を報告した閣議後の記者
会見でも, ｢国会が終わり次第農業基本法の改正作業に入りたい｣ (註3)との意向を表明し, ｢数
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多くの農業関係者などと会い,協力を得たい｣ (註4)と発言している.さらに4月7日にも｢農
相は,農政の基本方針を定めた農業基本法の見直しを事務当局に指示し｣ (註5) ｢農水省は今国
会終了後,具体的な見直し作業に着手する｣ (註6),ただし, ｢農業基本法の見直しには農政審
議会での審議が必要なため,同省は,早ければ来年度中にも見直し案をまとめ,審議会に諮問す
るものとみられる｣ (註7)と報じられた.以上の報道からして,少なくとも4月の早い時点ま
では農相の念頭に｢旧農基法の見直し｣, ｢抜本改正｣といった思いが強く刻み込まれていたと考
えてよい.
それはまた,農相なりの日本農業に対する危機感の反映でもあった.事実, 1990年度の農業
白書は, ｢旧農基法｣制定以来30年間の日本農業を総括的に検討し, ｢農産物輸入の急増｣, ｢48%
まで落ち込んだ食料自給率｣, ｢農家の急減と担い手の高齢化｣, ｢2000人程度にまで激減した新
規学卒就農者｣, ｢22万haにも及ぶ耕作放棄地｣等々,日本農業の空洞化現象を洗い出し, ｢制度,
政策の在り方について中長期的展望に立って積極的かつ総合的に見直していくことが重要｣ (註
8)だと指摘した.こうした,現状に対する危機感が｢この際,部分的な手直しよりは全体を一
度見直してみては｣ (註9)という｢旧農基法｣見直し発言となったのであろう.
ところが,農水省が｢新農業プラン｣ (当時の仮称)作りに着手する方針を固めた4月末頃から,
｢旧農基法｣の見直しについては一挙にトーンダウンすることになった.ちなみに4月27日には
｢近藤農相も,農業基本法の見直しに意欲を示していることもあり,平成3年が農業基本法30年
に当たる機会をとらえて,新たな農政の方向作りも必要としている｣としながらも, ｢近藤農相
が『農業基本法(の見直し)はもっと先のこと』 (26日の記者会見)といっているように,ただ
ちに農業基本法の見直しに結びつくものではない｣ (註lo)と報じられた.この段階で｢旧農基法｣
の見直しは, ｢もっと先のこと｣として明らかに｢新農業プラン｣とは一線を画されたのである.
その後5月24日,農水省は中長期的展望に立って食料･農業･農村政策を総合的に見直すた
めの｢新政策本部｣を同省内に発足させた.ここに至ってそれまでの農相発言等には一切みられ
なかった｢食料･農業･農村政策｣という文言がやや唐突に登場したのである(註11)..その陰
に隠れるように肝心の｢旧農基法｣の見直しについては, ｢場合によっては農業基本法の見直し
にもつなげる考えだ｣ (註12)という付け足し的な扱い-と後退した.農相自身の発言も｢全体
を見て,その結果から(各種制度などを)どうする｣ (註13)という形に修正された.この点に
ついて農相退任後近藤氏は｢基本法の見直しをやるというと,ああでもないこうでもないという
ことになるので,これからの農政の方向付けをしていくということで,新しい食料･農業･農村
政策検討本部を設置して看板をあげた｣, ｢農業基本法の扱い,食管制度や農地法をどうするか,
そういったことは全く後の話.新ラウンドの関係でも,そんなものが無くてもやらなきやならん
仕事だ｣ (註14)と回想している.
｢新政策｣作りが農相の手から農水省-とバトン･タッチされた後, 5月24日,事務次官を本
部長とする｢新政策本部｣が設置された.併せて,省内に第1表のような5つのプロジェクトチー
ムが作られ, 1年後を目途に6項目についての検討が開始された.プロジェクトチーム名称や検
討項目にみれば, ｢旧農基法｣の見直しやUR交渉関連事項については,検討対象から完全に除
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外されていることが伺われよう.
第1表　農水省内に設tされたプロジェクト･チーム名と検討項目
プロジェクトチーム名 Jt兼推賞体一多様な杓い手･農業経営体の育成(構造改善局農政部長)
生産明丑-新たな生産調整政策(農蚕閲芸局総括参事官)
生産体制･ Jt暮技術一土地利用型農作物等の新たな生産体制･農業技術の確立､
環境保全に姿する鹿等の確立(技術総括審査官)
地域政策-新しい地域政策の展開､p-団体･稚関のあり方(構造改善局計画部長)
*料産暮.消暮春対策一食晶産業政策･流通･消井者対策の新たな展開
(食品流通局審議官)
行政手法事一行政手法のあり方等(宮原文書釈長)
(1)多様な担い手(A集権書体)の書成
農業を魅JJある産業(聴業)とするため､従来の家族的農業経営に加え､安定的
な経常が可能な多様な担い手(農業経営体)の育成C
(2)土地利用型JL作物などの新たな生産体制の確立
米､麦などの供給力確保のための適切な国内生産体制の確立および､新たな生産
調整政策と需給管理のあり方｡
(3)新しい地域政策のJk帥
国民が身近で豊かな自然を享受できる空間の提供の場としての農村地域の生産･
生活基怨の整備と高齢者福祉の向上o
(4)ZT境保全に兼するJt兼の確立
農業の環境保全的機能と物質循環型産業としての環境にやさしい特質を活用する
ほか､低投入型農法の推進など環境保全的視点に立った農業の普及･定着o
(5)*晶産兼政策･流通･涌井舌対策の新たな展開
食品産業と国内農林水産業の結びつきを強めるための条件鮭偏と良質で安全な食
料の安定的供給のための生産･加工.流通･輸入などの改葬o
(6)関係団体･也関の姐*のあL)方
生産構造の変化､新しい地域政策の展開U)中で､食料･農業･農林政策にかかわる
団体･機関o)あり方､役割､機能.
資料｢日本農薬新開｣ 1991年5月25Elおよび6月6日の記事による.
第2表　新政策懇談会のメンバー
荒井正義岐阜県農業会議会長 
石原--子東邦生命保険(棉)顧問 
荏閃津典生東京大学農学部教授 
黒川宣之朝El新聞社編集委員 
佐藤喜寿全国農業払同組合中央会副会長 
滞連守(財)日本穀物検定協会会長(座長) 
高丘重昭日本チェーンストア協会会長 
津田正(財)自治体国際化協会理事長 
長岡書東京証券取引所理事長 
宮崎弟(秩)大和総研理事長 
森実孝郎(財)食品産業センター理事長 
諸井度秩父セメント(樵)代表取締役会長 
資料　新農政推進研究全編r新政策そこが知りたいJ
大成出版社, 1992年, p.9.
加えて, ｢新政策本部｣は, 6月18日,
学識経験者など12人の｢新政策懇談会｣ (座
長揮遵守)のメンバーを選任し, 6月25
日の第1回を皮切りに,翌1992年5月29
日まで14回の会合が開催された. ｢懇談会｣
の初会合には農相も出席し｢現在の枠組み
にとらわれることなく,全体を見直した上
で,今後の農政を方向付ける必要がある時
期に来ている｣ (註15)と述べている.当
初農相の持論であった｢旧農基法｣の見直
しには全く言及されなかった.このため,懇談会も, ｢農業･農村の位置づけという　r総論Jを
固めた上で, --･各論(｢新政策本部｣における6項目-引用者)についての議論を深めていく｣
(註16)こととなった.
こうして,rl日農基法｣の見直しについては｢新政策本部｣にしろ｢懇談会｣にしろ,審議スター
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トの時点で検討対象から除外され, ｢農業基本法の見直しには農政審議会での審兼が必要なため,
同省は早ければ来年度中にも見直し案をまとめ,審議会に諮問するものとみられる｣ (註17)と
いう4月7日段階の予想は完全に覆されることになった.事実, ｢新政策｣策定後,農政審議会
に諮問されたのは, ｢構造･経営対策｣や｢農村地域対策｣など個々の項目の具体的な検討に必
要な事項であり, ｢旧農基法｣の見直しではなかった.
このように,農相発言を受け農水省が取り組み方針を固める時点を転機として, ｢農業基本法
の見直し｣から｢政策の方向｣作り-とチャンネルが切り替えられたのである.それはしかし,
必ずしも農相自身が望んだことではなかった.
ちなみに,近藤農相は, ｢新農業プラン｣ (仮称)策定にあたり,先にも述べたように各界のメ
ンバーとの意見交換を行っている. 1991年の4月初め,経団連農政間鷹委員会との意見交換を
皮切りに, 5月8日水産業界関係者, 9日全国経営者協会, 16日食品工業関係者, 17日市場(坐
鮮食品)関係者と地球環境関係者, 20日スーパー,卸売関係者, 24日外食産業関係等々と精力
的に意見交換が行われた(註18).また,農相が意欲を示していたムラづくりについては,市町
村のリーダー,消費者代表,農産漁村婦人代表とも,率直な意見交換を行う意向であり, ｢近藤
農相の一連の意見交換も,農業基本法の見直しを含めた農政の長期方向付け-の布石となる｣ (註
19)とみられていた.こうした一連の意見交換について農相は｢自分だけがあまり突出してはい
けないと思い,農業関係者,流通加工,消費者などとの意見交換を精力的にやりながら,省内の
幹部や次官, OBの意見を聞いた. OBの中からは遅きに失したという意見もあり,意を強くし
たわけだ｣ (註20)と回想している.にもかかわらず,同じ記事で｢基本法の見直しをやるとい
うと,ああでもないこうでもないということになるので,これからの農政の方向付けをしていく
ということで,新しい食料･農業･農村政策検討本部を設置して看板をあげた. 『新しい｣とい
うこと, r食料J r農村｣という視点からも考えること,役所自身が考えをまとめていくこと.こ
れが今回のポイント｣ (註21)だと発言している.こうした農相発言からして, ｢旧農基法｣の
見直しは｢遅きに失した｣というOB発言にもかかわらず,おそらく農水省の思惑が準く働いた
結果｢ああでもないこうでもない｣という議論を回避し,役所自身によるいわば省嵩決定として
｢農政の方向付け｣を行うというシナリオに転換されたのであろう.
そもそも農水省は, ｢農業基本法の見直し｣のみならず｢新政策｣の策定についてすら,当初
及び腰であった.その点について懇談会の座長をつとめた滞連守氏は｢r懇談会Jのそもそもの
起こりは皆さんご承知の通りですけれど,前の近藤農水大臣が,今までの農林業政策,構造改善
だとか基盤整備だとか,いろんなことをやってきておるけれども,なかなか成果が上がっておら
ない.役所としてのそれなりの努力は認めるけれども,現場からの実感からは隔靴掻痔の感があ
る.従来の施策の延長ではとても現状を打開できない.しかし,農村なり農業の実態は容易なら
ざる事態になっておるという認識から,最初は農業基本法を見直すということを言って若干,物
議を醸したこともございますが,それはひっこめまして,法律論をどうする,こうするというの
は結果の話であって,それよりは今の間塔を幅広く洗い直して, 10年ないし20年先の展望を描
きながら,農家を元気づけるような方向付けはできないだろうか,ということを大臣が提案され
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たわけです.
私から言わせれば,どうして農水省の中からそういう意見が出なかったのか.近藤大臣は立派
な大臣だと私は思いますけれども, 1年か2年半しか農水省にはいらっしゃらない方が言われて,
初めて動き出したというのはどういうことなのか,ということを言ったことがあるんです.農水
省の中からそういう必要性を求めて,議論が出てきて,燃え上がってこなければこういうことは
できないよ,人から言われてやるようではダメじゃないかと言ったことがあるんです.その意味
では,率直に申し上げて,内発的な動きではなかったということが,最後まで尾を引いているよ
うな気がいたします.内部の体制もそこまで熟しておらなくて,生煮えのままで始まったと言う
と酷かもしれませんけれど,私はそういう感じが免れないように思います｣ (註22)と述べている.
農水省自身がこういう状態だったとすれば｢ああでもないこうでもない｣といった議論を避け
て通れない｢農業基本法の見直し｣が｢もっと先のこと｣として切り離されたこともうなずけよ
ラ.あるいはまた,今さら農業基本法を見直したとしても仕様が無いという見方もあった.なぜ
なら, ｢農業基本法は30年前において将来の社会経済情勢を踏まえて農業政策の基本的方向を定
めたものゼあるが,現実には,その後の情勢の変化により制定時に想定されなかった政策課題が
出てきた場合にも,法改正せずに対応してきており,また,実際の政策運営は,個別の法律や予
算措置によって実施されており,農業基本法の規定が政策運営の障害となることもなかったから
である｣ (註23).換言すれば,農業基本法は棚上げにされ,政策展開に対する影響力を完全に
喪失していた.面倒な議論をして｢農業基本法を見直す｣よりは,農水省なりに｢新政策｣の方
向を打ち出し,それに基づいて｢予算獲得｣を図った方が得策だ,といった判断が働いたとして
も不思議ではない.
それでなくとも当時農水省は窮地に追い込まれつつあった. 1985年のプラザ合意以降急速に
進んだ円高による農産物内外価格差の拡大や輸入の急増,米価の政治的据え置きを契機に高まっ
たマスコミ等による｢農業過保護論｣を振りかざした一連の｢農業たたき｣,強い調子で国際化
時代にふさわしい農業政策の推進を求めた｢前川レポート｣ (86年9月)やその主旨を反映した
農政審報告｢21世紀に向けた農政の基本方向｣ (86年11月)等々,わが国農業･農政に対する
外圧･内圧が一挙に高まっていたからである.その過程でマスコミ等から悪役のレッテルをはら
れた農産物価格支持政策は後退を余儀なくされ,その結果,第1図に示したように80年代初頭
以降に農業予算も明らかに減額の一途をたどった.一般会計に占める農業関係予算の比率も右肩
下がりに落ち込んでいる.このままだと農水省の地盤沈下は避けられない.
急速失地回復を図るには,何よりもまず｢生産性の高い農業構造の確立｣を目玉に据えた新た
な農政のシナリオが必要となる, ｢過保護論｣を払拭するには農政の枠組み自体を｢規制緩和｣,
｢市場原理｣, ｢効率化｣といった｢国際化｣対応のキーワードでリニューアルしなければならない.
中長期的に｢懸念される食料不足｣など｢食｣をベースに｢国民的コンセンサス｣が可能になれ
ば,農政の基盤を補強することにもつながろう. ｢農業｣, ｢農村｣と｢環境｣をリンクさせたシ
ナリオ作りも時代の要請からして避けられない.
およそ,こうした内容を盛り込んだ｢新政策｣の方向を急拓えで作成し,農政の失地回復-予
-6-
｢新政策｣にみる戦後農政転換の顛末
4OO
35()
300
億円　250
川0
20()
･Iil･,
150
100
5(I
0
1()75年　　　　　　　80　　　　　　　　　85　　　　　　　　　90
資料　農林統計協会｢農業自書附属統計表｣各年版により作成
第1図　農業予算の推移
算獲得運動を展開しよう.幸いにして,農相自らアドバルーンをあげてくれた.それに便乗しな
がらも,面倒かつ予算が増えそうにない｢旧農基法｣の見直しは,役所の論理からすれば優先度
が低い. ｢円高｣と｢農業たたき｣でぐらついた農政の屋台骨を,取り急ぎ修復し農政の基盤強
化を図る方が先決だろう.
状況証拠に若干の推論を交えて整理すれば,およそ以上のような筋書きで｢農業基本法の取扱
いについては,今後,新たな政策の具体化が進む中で,その見直しを行う必要があるか,また,
新たな基本法の制定を行う必要があるかについて,さらに検討･研究を進めていくことになると
考えている｣ (註24)として,先送りされたのであろう.事実,当時の関係者によれば,農水省
内では｢今さら農業基本法を見直したとしても予算が増えるわけではないし｣ (註25)といった
空気が支配的であった.
こうして｢農業基本法の見直し｣という農相なりの危機感を反映した思いは,途中から農水
省という役所の自己保存の力学に吸収･翻訳され, ｢新政策｣作りという名の農政の失地回復-
予算獲得運動に転換された.事実,その効果は｢新政策｣が策定された1992年以降96年まで,
UR関連対策費の影響等も加わり農業予算が増加に転ずるという形で現れている.それはしかし,
後にみるように｢新政策｣ビジョンを実現するという意味での効果とはおよそ無縁であった.
註:1)日本農業新聞〔4〕.
2)東京読売新聞朝刊〔5〕.
3)日本経済新聞〔6〕.
4)日本経済新聞〔6〕.
5)日本経済新聞〔7〕.
6)日本経済新聞〔7〕.
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7)日本経済新聞〔7〕.
8)農林統計協会〔8〕, p.55.
9)日本農業新聞【4〕.
10)日本農業新聞〔9〕.
11)食料･農業･農村政策という名称については,農水省の検討過程でつけられたので　はないか･少
なくとも｢新政策懇談会｣の記録にはこうした表現が見られない.なお,浜口義嘆氏は,食料を一番
上に置いた理由として, ①日本農業が綿花など軽工業品の原料供給などから食料にシフトしているこ
と②基本的スタンスとして世界の食料帯給動向が｢新政策｣のスタート台の一番の要石になっている
こと,などを指摘している.日本農業新聞編〔41〕, p.5参鳳
12)日本農業新聞〔10〕.
13)日本農業新開〔10〕.
14)日本農業新聞〔4〕.
15)日本農薬新聞〔11〕.
16)日本農業新聞〔11〕.
17)日本経済新開〔7〕.
18)意見交換の具体的な内容については,記録が残されていない.
19)日本農業新聞〔12〕.
20)日本農業新聞〔4〕.
21)日本農業新聞〔4〕.
22)滞連【13〕, pp.6-7.
23)山口〔3〕, p.19.
24)山口〔3〕, p.19.
25)当時の農水省関係者からの聴き取りによる.
3. ｢新政策｣のビジョン
｢新政策｣については,策定後間もなく詳細な解説や関連資料を盛り込んだ書籍が公刊された
(註1).農水省の関係者によるコンパクトな解説･紹介記事(註2),ジャーナリストや研究者を
交えた｢座談会｣の記録(註3),各界各層の人々の多様な視点からの論評(註4)等々について
も新聞各紙や雑誌等に数多く掲載された.その意味で｢新政策｣に対する社会的関心はそれなり
に高かったと言ってよい.
にもかかわらず叩さあ,これで農業,農政は変わる｣という期待感,あるいは熱気のような
ものが,農村の現場からあまり伝わってこな｣ (註5)かった. ｢そこに30年前の農業基本法制
定時との違いを感じる｣ (註6)とも言われた.全面的兼業化の進展や農産物輸入の急増等によ
り｢日本経済に占める農業の比重が下がり,意欲的な農業者が減ったことも(その一引用者)一因｣
(註7)であったろう.それほどまでにわが国の農業は崩壊のスピードを加速していた.しかし,
｢それ以上の理由は, r方向Jがあくまでもr論点整理と方向付け｣ (農水省の説明)の範囲を出ず,
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具体的な肉付けがほとんどなされていな｣かったからに違いない. ｢おいしそうなニンジンはぶ
ら下げたが,そこに到達する道は厚い雲に包まれたまま｣ (註8)であった.
｢新政策｣が全体として具体性に乏しい内容に留まったのは, ｢旧農基法｣の見直しを切り離し
た政策策定に至る経過からすれば,ある意味で当然であった.これによって基本法農政30年の
総括が要らなくなっただけではない. ｢旧農基法｣の見通しが前提だったとすれば,回避できなかっ
たであろう｢新政策｣の方向を具体的に提示する作業もまた, ｢論点整理と方向付け｣だけで済
ますことができた.
しかし,どのような議論を経て｢新政策｣の各項目がまとめられたかについては,農水省内に
設置された｢プロジェクトチーム｣の検討経過が公表されてないこともあり,定かでない.唯一
手掛かりになるのは,農水省内の検討と併行して開催された｢懇談会｣での議論である. 1991
年6月から翌92年5月まで｢懇談会｣は第3表のようなテーマで14回開催され,第10回目に｢こ
れまでの論議を整理｣し,第12, 13回では｢総論｣および｢各論｣の論点整理が行われている.
第3表　r想放会｣の開催状況
第1回　6月25日
第2回　7月lfHl
第3凶　9月12日
第4垣] 9月26El
第5垣｣ 10月11日
第6垣1 10F124El
第7回11月14日
第8回11月28日
第9回12月12日
笥10回1月23日
第11回　2月13日
第12回　2月27R
第13回　3月12日
第14回　5月2911
農業･農村の位置付けについての総論的検討
t地利用型農業の現状と釈題についての検討
新たな地域政策､環境と農業をめくる現状と吉梨題についてG')横言､t
叫村長､廃業者からの意見聴取
食品産業･流通･消費者対策. rll14L･機関等のあり方等についての椅討
ガット･ウルグアイ･ラウンド農業交渉の現況､これまでU)論法V)整理等
農産物に関する価格政策等についての検討
総論､論点整理
各論､論点薬理
全般についての検討､総括
資料′前掲r新政策そこが知りたいJ p9
｢懇談会｣それ自体も非公開であり,審議の詳細は必ずしも明らかではないものの,座長の揮
遵守氏自身が｢r新政策jはどう論議されたか｣についてかなり踏み込んで語った記事が雑誌r農
業情報1に掲載されている. ｢懇談会｣の意見を取りまとめた, ｢委員限り｣の資料も一部残され
ている. ｢論議の整理｣, ｢総論･各論の論点整理｣については,その概略が新聞記事等でも取り
上げられた.農水省関係者の関連発言も雑誌等に一部掲載されている.以下ではこうした資料に
よりながら, ｢新政策｣のポイントとなる内容がいかなる経過や背景をもとに取りまとめられた
かを検討してみたい.
｢新政策｣は第4表の日次にみるように｢はじめに｣以下,大きく2部構成になっている.第
Ⅰ部では, ｢食料い｢農業｣ ･ ｢農村地域｣政策および｢国民的視点に立った政策展開｣といった
4点について｢政策展開の基本的考え方｣が述べられ,それを受けて第Ⅱ部では, ｢農業政策｣, ｢農
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第4表　r新政策｣の目次
はじめに
Ⅰ　政策展開の考え方
1　食料政策
2　虚業政策
3　農村地域政策
4　匡】民的視点に立った政策展開
Il　政策の展開方向
1　農業政策
(1)土地利用型農業の経常の展望
(2)経営体の育成と農地の効率的利用
(.i)米の生産調整と管瑚
(4)価格政策
2　農村地域政策
(1)農村地域の妓望
(2)適正な土地利用の確保と農利の定
住条件の整備
(3)　中山間地域などに対する取り組み
こi　頻境保全に資する農業政策
4　食品産業･消費者政策
5　研究開発及び主要な関連政策
(1)研究開発
(2)国際協力
(3)団体･機関･組綴なと
資料　前掲r新政策そこが知りたいJ p.271.
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村地域政策｣, ｢環境保全に資する農業政策｣, ｢食品産業･
消費者政策｣, ｢研究開発及び主要な関連政策｣について
それぞれ｢政策の展開方向｣が示されている.
まず｢はじめに｣では, ｢新政策｣が｢政策検討本部｣
や｢懇談会｣等における｢論点整理と方向付け｣に関す
る検討結果を取りまとめたものであり, ｢直面している
事態の緊急性と重要性を踏まえて,広く国民の理解を
得つつ-･この方向に沿って所要の制度,施策を見直し
-･,段階的に政策を実現していく｣ (註9)と述べている.
｢事態の重要性｣からすれば当然検討されてよかったに
違いない｢旧農基法｣の見直しは予定通り｢はじめに｣
の文言から完全に消去され, ｢新政策｣は｢事態の緊急性｣
に対応した｢制度,施策の段階的な見直し｣に向けての
｢方向付け｣に限定されたことが何われよう.
ついで, I ｢政策展開の考え方｣では,前文で①世
界最大の農産物輸入国となった結果,食料自給率が大幅に低下したこと, ②農業就業人口の減少,
耕作放棄地や低利用･未利用地の増大,労働力の減少等による国内食料供給力も低下傾向にある
こと, ③兼業化の大幅な進展,高齢化･過疎化の進行,人口流出等により地域社会の維持が困難
な地域も出てきていることなど,わが国の｢食料｣, ｢農業｣, ｢農村｣をめぐる厳しい現状につい
て指摘し,効率性追求一辺倒-の反省の気運が高まる中,国民のコンセンサスを得て,食料の持
つ意暁,農業･農村の役割を明確に位置づける必要があると述べている.その上で,森林や農地
が持っている国土保全機能の見直しや農林水産業と深い関わりを持つ地球環境問題等,わが国お
よび世界が直面する新たな事態に対応しうる｢食料･農業･農村政策｣を展開することが求めら
れていると結んでいる.
こうした｢新政策｣の現状認識は, ｢明治以来の農政の中で,これだけの危機というのはあま
りないんじゃないか-･農業の存在自体が問われておるという時代はあまりないんじゃないか｣
(註lo)といった懇談会座長の強い危機感に比べればややトーンダウンしているものの, ｢効率
性追求一辺倒-の反省｣, ｢国民のコンセンサス｣等を踏まえ｢森林･農地の国土保全機能｣, ｢地
球環境問題｣など新たな事態にも対応すべく｢食料｣, ｢農業｣, ｢農村｣といった三本柱で新たな
政策展開の方向を打ち出したという意味では新鮮であった.
ただし, ｢効率性の追求｣についてはあくまでも｢一辺倒-の反省｣であり, ｢効率性の追求｣
そのものを放棄したわけではなかった. ｢国民のコンセンサス｣や｢環境重視｣にしても｢生産
者だけに偏ったものではなく,多数派工作として,消費者一般に理解されるような生産･流通･
加工の仕組みにしなければいけない｣ (註11), ｢環境を正面に据えて政策展開する-･これがコ
ンセンサスを得られると,農政の範囲が非常に広がっていく｣ (註12)といった当時の農水省関
係者の発言から察するに,そこには文字通りの意味のみならず農政の軸足を少数派の農業者から
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多数派の消費者や環境-と移行させ,結果として農水省の守備範囲を拡大するといった政策意図
が込められていたに違いない. 1961年の｢旧農基法｣制定当時問題視された｢農工間の所得格差｣
つまりは｢農民の相対的貧困問題｣が全面的兼業化-農業の空洞化を伴いながら半ば解消された
以上, ｢食料｣, ｢環境｣ ｢地域社会の維持｣といった広く国民の関心を呼ぶであろうキーワードを
盛り込んだ農政展開の新機軸を打ち出さずしては,わが国農業のみならず農水省本体もまた｢地
盤沈下｣を避けられないような状況に追い込まれていたからである.
｢政策展開の考え方｣の冒頭に据えられた｢消費者の視点｣を重視する｢食料政策｣については,
まず,自給率が47%と先進国の中でも異例に低い水準に低下したことから,その｢低下傾向に
歯止めをかけていくことが基本｣ (註13)とされた.また,世界食料需給モデルの試算によれば
世界の食料需給が逼迫基調で推移することや,経済力にまかせた食料輸入の拡大は国際的批判を
惹起するおそれがあることなどから,国内資源の有効利用による安全な食料の安定供給が基本で
あり,併せて農業の有する多面的機能からして国際分業論を単純にあてはめることには問題があ
ると指摘している.その上で,一定の国境措置と国内政策の必要性について｢国民のコンセンサ
ス及び国際的理解を得ていかなければならない｣ (註14)とされた.
ただし,こうした文脈の随所に, ｢生産性の一層の向上｣, ｢農業技術の革新｣, ｢コスト面での
改善｣, ｢効率的生産｣, ｢内外価格差の向上｣といった文言が鎮められた.このため全体としてみ
れば,あくまでも｢効率性の追求｣を前提とし｢国民のコンセンサス｣や｢国際的理解｣が得ら
れる限りでの｢自給率低下傾向の歯止め｣であり｢国内食料の安定供給｣というニュアンスの方
が強かった.
ちなみに,食料自給率問題とからめた食料安保論については,懇談会における議論でも｢擁護
論｣, ｢否定論｣, ｢中間的意見｣の三つに分かれ(註15),産業としての農業論についても, ｢農
業の特質,多面的役割の存在を強調して農業の保護が必要となる(という)意見と,農業の特質
は認めるものの基本的課題はあくまでも農業生産の効率性追求等による産業としての農業の確立
であるとする意見に分かれた｣ (註15)という.このため, ｢安全保障なり,自給率をきちっと
書くべきだというところまで論議が集約されなかった｣ (註16)ちのの, ｢大筋の議論としては
最低限に来ているという認識｣があり｢当面,現状以上にするというところは最低限のコンセン
サスとして･-そう大きな異論はな｣ (註17)かったとのことである.それに比べれば｢低下傾
向に歯止めをかける｣という｢新政策｣文言は｢懇談会｣の認識よりもやや後退したとの感が否
めない.
また, ｢非経済的･公益的な役割というものに対して,農業が寄与しているということは大事｣ (註
18)であるものの,それが｢規模拡大に水を差すようなことがあっては好ましくない｣ (註19),｢両
方併進-･うまく調和させる-･道を探っていかな｣ (註20)ければ,国内外の｢理解は得られな
いんじゃないか｣ (註21)というのが懇談会座長の認識でもあった.しかし, ｢効率｣と｢公益｣
あるいは｢環境｣をいかにすれば｢併進｣, ｢調和｣させうるかといったシナリオを欠落させたまま,
キーワードのみをやや不細工に継ぎ合わせるという形で｢新政策｣の文章は綴られている.この
結果, ｢新政策｣のある項目では｢効率｣が強調されたかと思えば,別の項目では｢公益｣や｢環
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境｣が盛り込まれるなど,全体として不整合な面が目立つことになった(註22).とりわけ際立っ
て｢効率｣が強調されたのは,つぎの｢農業政策｣であった.
ここでは｢農業経営を担う者｣に焦点を当て, ｢農業を職業として選択し得る魅力とやりがい
のあるものとするため, 10年程度後の効率的･安定的経営体像を提示するJ (註23)とされた.
これを受けてのちに検討する｢政策の展開方向｣では, ｢土地利用型農業の経営の展望｣で,具
体像の提示に相当の紙幅が割かれている.
また,こうした経営体を育成するためには｢自主性｣, ｢創意･工夫の発拝｣, ｢自己責任の確立｣
に向けて｢市場原理･競争条件の一層の導入を図る政策体系に転換していく･･･ことが必要｣ (註
24)であり, ｢こうした経営体の実現に向けて,施策の集中化･重点化を図る｣ (註25)べきだ
として｢効率性の追求｣が強調された. ｢土地持ち非農家,小規模な兼業農家-生きがい農業を
行う高齢農家などの役割分担の明確化｣ (註26)や｢農地の効率的利用を図るための集団化｣ (註
27)が重要だという指摘にしても,多様な担い手の共存のためというよりは｢効率的な経営体｣
に｢施策を集中化,重点化｣していく戦略上の課頓という意味合いの方が強かった.最後に｢環
境と農業の係わり｣について言及しているものの, ｢農業政策｣の方向については｢一辺倒｣か
どうかは別にして｢効率性の追求｣に力点が置かれていたことだけは確かである.
それがつぎの｢農村地域政策｣になると, ｢伝統･文化｣, ｢ゆとりや安らぎ｣了美しい景観｣, ｢共生｣,
｢多様な価値観｣等々およそ｢効率性の追求｣とは無縁なキーワードが目立つ癒し系の記述-と
文章のトーンが一変した. ｢農村空間は- ･人間性豊かな生活を享受し得る国民共有の財産である｣
(註28)とまで言っている.こうした農村空間が活力低下を余儀なくされている以上,これを維
持･発展させることが国民的視点からも必要だとの意義付けを与えたかったからであろう.ただ
し,そこから導かれたのは｢地域農業の中心となる経営体を育成し,効率的･安定的な農業構造
を作り上げて-･いかなければならない｣ (註29)という｢農業政策｣同様,効率重視の方向であっ
た.
当時議論を呼んだデカップリング方式による中山間地域対策については,単なる文言としてす
らも一切盛り込まれなかった.この点については｢懇談会｣でも｢その効果に問題があり,国民
的な合意を得るのが難しいとの意見と,ヨーロッパでは10年以上にわたり実施されている重要
な施策であり評価すべきとの意見に分かれたが,定住人口の確保等の視点からの新しい政策分野
であり,その導入の可能性につき更に検討を深めるべき｣ (註30)とされたことも影響していよう.
このほか,森林とそれに連なる農地の適切な維持管理や都市部を含めた国土全体の適正な土地
利用など,多少目新しい指摘はみられるものの,響きの良い数多くの文言で修飾された｢農村空
間｣のトータルな整備については,不透明なままであった.
｢政策展開の考え方｣の最後は｢国民的視点に立った政策展開｣である. ｢国民的コンセンサス
を得る｣という｢新政策｣の狙いを反映して設けられた項であろう.しかし,そこに記載された
内容は, ｢名称･表示の適正化｣を除けば,すでにそれまで言及された｢国内供給力や安定輸入｣, ｢流
通規制緩和｣, ｢豊かな農村作り｣, ｢国民の共有財産｣等々に関する事項が羅列されているにすぎ
なかった.国民的関心が盛り上がりつつあった食料･食品の安全,安心,健康志向に適応する農
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政の方向を明示的に提示するまでは至らなかった. ｢多数派工作｣として｢国民的視点｣を頭出
しこそしたものの,何故に国民的コンセンサスを得られないのか,あるいは国民的視点に立つと
いうのはどういうことかについて詰めた議論がなされないまま,取り急ぎ看板のみ掲げたとの感
が否めなかった(註31).
およそ以上のような4点に渡る｢考え方｣に基づき,つぎに10年程度後を目標に置いた｢政
策の展開方向｣が提示された.ところが冒頭の項目は｢食料政策｣ではなしに｢農業政策｣であった.
というよりも｢考え方｣のトップに掲げられた｢食料政策｣は｢展開方向｣から削除され, 4番
目に｢食品産業･消費者政策｣という項目が設けられているにすぎない.その点については｢農
業政策,農村地域政策,食品産業･消費者政策などの政策展開の方向で述べられているものの中
に含まれていることから,個別独立に食料政策の展開方向としてまとめていない｣ (註32)と解
説されている.換言すれば｢食料政策｣は, ｢農業政策｣等の展開方向に国民･消費者視点から
の補強剤として注入･溶解しうる程度の内容であり,位置づけでしかなかったということであろ
ラ.
いずれにしろ, ｢展開方向｣の｢農業政策｣は｢具体的でないと批判されるr方向』が,極め
て具体的に示した目標がある｣ (註33)といわれるぐらい,最初のところで｢土地利用型農業の
経営の展望｣を提示した.つまり,農業を職業として選択しうる魅力のあるものにするために他
産業並みの年間労働時間と生涯所得水準の達成を目標に掲げ, 10年後,稲作中心の個別経営体
15万戸,組織経営体2万戸で稲作生産の8割程度を占めると展望してみせた.また,稲作の経
営規模は個別経営体では10-20ha程度,組織経営体は1ないし数集落程度,コスト水準は現
状の大規模の8割程度(全農家平均の5-6割)とされた.以上の内容については,より詳しい
数値を盛り込んだ第2図のような形に整理され,雑誌等でも広く紹介された.
また,こうした農業構造の実現に向けての支援措置として農地制度,土地改良制度などの見直
しを含め, ｢地域農業の再編｣, ｢経営感覚に優れた経営体育成｣, ｢経営形態の選択時の拡大｣, ｢新
規就農の促進と支援措置｣, ｢女性の役割の明確化｣, ｢農地及び農業用水の効率的利府と土地改良
事業推進手法の整備｣等の政策を推進するとされた.様々指摘されている中で,エッセンスと思
われる部分は以下のようなことであった.
まずは集落レベルで経営体育成に向けた面的土地利用集積の枠組みを整備する.加えて国の施
策や金融･税制,経営指導面での支援を重点化し, ｢経営感覚に優れた経営体｣を育成しよう.
こうした経営体については,今のところ適当と認められない株式会社を除いて,大いに法人化を
推進する.新規学卒就農者｢1,800人ショック｣ (1990年)を緩和するには,農家子弟以外にも
就農の門戸を開放した方がいいだろう. ｢イエ｣, ｢ムラ｣的慣習,慣行の下でその役割が正当に
評価されていない女性に対する支援措置も必要だ.ただし,それらについても,法人化を進めれ
ば新規参入者を雇用できるし,女性の役割を明確化する上でも役に立つ.したがって,最大の課
題は経営体の規模拡大であり農地の集団化だ.今後は農地保有合理化事業や圃場整備事業等を活
用してそれを推進する手法を整備しよう.農業用水等については,親水利用等公益性-の配慮も
必要になる.
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個別経営体:個人又は一世帯によって農業が留まれている経営体であって､他,葉菜報みの労働時間で地 
域の他産業従事者と遜色のない生涯所得を確保できる経営を行い得るもの 
組織経営体:複数の個人又は世帯が､共同で農業を営むか､又はこれと併せて農作業を行う経営体であ 
つて､その主たる従事者が他産業並みの労働時間で地域の他産業従事者と遜色のない生 
准所得を確保できる経営を行い得るもの 
(汰)生涯所得は､生涯貸金に退職金､年金を加えたもの 
資料･前掲r新政策そこが知りたい｣ p.98.
第2図　稲作を中心とした農業構造及び経営の姿
およそ以上のような内容の支援措置は,集落レベルの土地利用調整を含めて,つまるところ経
営体の育成･法人化-の誘導措置が中心をなしていた. 2000年時点で多数残存すると推計され
た｢個別経営体以外の販売農家｣, ｢自給的農家｣, ｢土地持ち非農家｣等については,作業委託や
農地の貸し付け,あるいは集団的農地利用に対する合意を通して,どちらかと言えば経営体の育
成を支援するという意味での役割分担が強調された.
｢10年先の経営構造なり,生産構造の具体的な目標を示せ｣ (註34)ということについては,
懇談会における総論部分の議論でも問われたことであり, ｢相当思い切った方向付けをしたとい
う意味での評価はあるだろう｣ (註35)と｢懇談会｣の座長自身も回想している. ｢懇談会｣で
はまた, ｢経営体を育成する場合に,家族経営のほかにどういう経営があり得るかということで,
法人化をかなり積極的に促進するということを取り上げた｣ (註36)という.ただし,株式会社
論は, ｢一部の方が非常に熱心にご主張になった｣ (註37)が, ｢土地利用のゾーニングなり,規
制なりというのが相当強化されてくるということがない限りやるべきではない｣ (註38), ｢頭か
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ら将来ともダメだというところまではいえないにしろ,そう簡単に認めるべき問題ではない｣ (註
39)ということで先送りされた.さらにまた,ゾーニングにしろ利用規制の強化にしろ｢国土全
体について全面的にやらないとできない｣ (註40), ｢社会的な均衡なり,公正という問題があり,
一般の土地についても同じようなことがやられない限り,農地にだけ強く出られない｣ (註41),
｢そうなると株式会社に農業をやらせるというのはそう簡単に日程に上る話ではない｣ (註42)
というのが｢懇談会｣座長の見解でもあった.
いずれにしろ, ｢土地利用型農業の経営の展望｣については,個別経営体,組織経営体という
新しい言い回しや具体的数値目標は別にして,そのシナリオの大半に懇談会での議論,とりわけ
｢規模拡大というのは,土地利用の集積であれ,技術の問題であれ,まだまだ相当な対策に力を
抜いちゃいけない｣ (註43), ｢環境問題であれ,生活問題であれ調和点をどう見つけていくかと
いうことが大事なんで,規模拡大に水を差すようなことがあっては好ましくない｣ (註44)など
盛んに行われたと言われる規模拡大に関する議論が反映された.
このため懇談会の座長自身｢具体策が伴ってないという面は確かにある｣ (註45)と認めなが
らも｢ああいう出し方は,非常にインパクトを与える｣ (註46), ｢一般国民に対してインパクト
を持っているという意味では, -･大変結構なことだ｣ (註47)と評価している.ただし,経営
体の育成に必要だとされた175万haの農地の流動化ひとつとっても前途多難であり,極めて具
体的にビジョンが提示された分,当時からその実現を疑問視する声が強かった.
｢ビジョンの現実的帰結｣についてはのちに検討するとして, ｢米の生産調整と管理｣は懇談会
の議論でも｢ウルグアイ･ラウンドと食管は,r聖域｣扱いでスタート｣ (註48)せざるを得なかっ
たという当時の事情を反映し,具体策はもとより, ｢論点整理と方向付け｣すらも暖味であった.
冒頭で｢現行の米の生産調整と管理の仕組みについて検討していく必要がある｣ (註49)と述べ
たものの,米の生産調整については,需給調整の一環として必要であるとし,ただし,将来的に
は経営体の主体的判断により行えるよう条件整備が必要だとして,選択制にも含みをもたせてい
る(註50).しかし,この場合稲作が集落段階を基礎として面的に展開されていること.に留意し
なければならないなど,唆味な形で締め括っている.
｢米管理｣についても,市場原理･殊争条件の一層の導入を進めると言いながら,当面の施策
としては｢産直ルートの拡充｣, ｢自主米価格形成機構-の上場数量の増加と地域分割上場｣, ｢流
通面の規制緩和｣等に触れているにすぎない.肝心の食管改革については, ｢より長期的方向で
米管理のあり方を研究していく｣ (註51)として先送りされた.
つぎの｢価格政策｣もまた唾味であった.例えば, ｢農産物価格の低下は,今後育成すべき経
営体に大きな影響を及ぼす面がある｣ (註52)とV/､う.だからと言って何らかの価格支援政策が
必要だとは述べていない. ｢価格が需給調整機能を果たすようにしなければ,非効率な経営が存
続し効率的･安定的経営体の育成･-が困難となる｣ (註53)ことから,価格はむしろ市場原理
に委ねるべきだという趣旨のことが書いてある.それだとしかし,価格低下の及ぼす影響は避け
られない.どうするかといえば｢効率的･安定的経営体が生産の大宗を占めるような農業構造を
実現していくことによりコストの削減に努めながら,このような農業構造の変革を促進するため
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需給事情を反映させた価格水準としていく必要がある｣ (註54)として明らかに矛盾するような
ことを述べている.一方で市場原理の導入による価格低下が経営体の育成ひいてはコスト削減に
大きな影響を及ぼすとすれば,他方でそれが懸念される市場原理の導入が構造変革を促進するな
どあり得ないはずだからである.したがって, ｢価格低下と育成すべき経営体の規模拡大などに
よるコスト削減にタイム･ラグが生じないように努める必要がある｣ (註55)という,およそ無
理筋な内容の文章を最後に挿入せざるを得なかったのであろう.
むしろ価格政策を市場原理に委ねるとすれば,育成すべき経営体にターゲットを絞り込んだ
セーフティネットとしての経営所得安定対策にこそ言及すべきであった.しかしこの点について
は, ｢現在の農業生産構造の具体的かつ大幅な改善の見直しのないままに,いわゆる所得政策の
導入の可否の論議を安易に進めていくことは,適切でない｣ (註56)として見送られた.この結果,
｢価格政策｣の項では,市場原理の導入による効率性の追求のみが際立つことになった.
およそ以上のような｢農業政策｣のつぎに展開しているのは｢農村地域政策｣である.ここで
は前段の_｢考え方｣で触れられなかった地域区分が行われ, ｢中山間地域などに対する取り組み｣ (註
57)にも言及している.例えば｢効率的･安定的な農業が展開しうる地域｣では,土地利用区分
により育成すべき経営体に対する農業生産区域の設定や生産基盤を生活環境の一体的整備や都市
と農村の連携強化など,それまで指摘されてきたようなことが繰り返されている.
中山間地域に関しては,立地条件を生かした労働集約型,高付加価値型等の農業振興や加工･
観光振興,定住条件の整備を図るとされてはいるものの, ｢考え方｣同様,直接支払制度の導入
など条件不利地域対策には特に言及していない.若干目新しいのは, ｢地域資源の維持管理｣に
関連して. ｢農林地を一体的に経営･管理するため,農協と森林組合の業務の相互乗り入れ｣ (註
58)を指摘している点であろう.ただし,解説本によれば, ｢その際,農業協同組合法,森林組
合法の改正を伴うため, ･-その仕組みのあり方を検討する｣ (註59)として,具体策は先送り
された.わざわざ｢中山間地域｣問題を取り上げるなら,山坂法,過疎法など既存の条件不利地
域立法を整備･統合し,所得政策を含めて,総合的な条件不利地域振興法等を制定するぐらいの
方向性が提示されてもよかったであったろう.それがないため｢新政策｣の目玉のひとつであっ
たに違いない｢農村地域政策｣は,とりあえず項目として頭出しをしたという域に留まっていた.
つづいて｢環境保全に資する農業政策｣という項目が設けられ, ｢r環境保全型農業Jの確立を
わが国農業全体として目括されなければならない｣ (註60)と指摘している.このため,環境-
の負荷軽減に配慮した施肥基準や病害虫防除要否の判断基準の見直し,産･学･官連携による環
境保全型技術開発,地力の維持増進と未利用有機物資源のリサイクル利用などを推進するほか,
計量的評価手法の確立による国土･環境保全機能の明確化を行うとされた, ｢国民的視点｣を強
調する以上, ｢環境保全型農業｣は, ｢国土･環境保全｣に姿するのみならず,国民･消費者に対
する安全･安心な｢食｣供給に資するといった位置づけがなされてもよかったに違いない.そう
いう意味での｢環境保全型農業｣を｢わが国農業全体として目指す｣のなら,国民的合意を促す
上でも有益だったはずだからである.そこまで踏み込めなかったのは,おそらく｢規模拡大の足
を引っ張る｣ことが懸念されたからではないか.環境保全型農業とはいえ,それはあくまでも｢生
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産性の向上を図りつつ環境-の負荷の軽減に配慮した持続的農業｣ (註61)であった.換言すれ
ば｢効率性の追求｣を犠牲にしない範囲での｢環境保全型農業｣でしかなかったのである.
食の安全性確保等については,食品産業の育成と併せてつぎの｢食品産業･消費者政策｣の項
に記載されている.このうち, ｢食品産業の育成｣については, ｢研究開発｣, ｢国産素材の新商品
開発｣, r農業者との事業提携｣, ｢マーケテイング活動｣, ｢国産農産物の安定利用｣, ｢総合的物流
システムの整備｣等々への支援に加え,環境保全の視点から食品廃棄物の減量化･再資源化など
への支援にも触れている.しかしながらこの項は,消費者あるいは国民的視点からどのような支
援が必要かという理念を欠落させたまま,取り急ぎ食品産業の直面している様々な問題-の対策
を羅列的に記載しているにすぎない.どこまでが農政の守備範障なのかも不確かであった.
ついで｢安全性の確保と表示の適正化｣については生産から消費に至る各段階でのモニタリン
グ体制の整備や検査分析能力の向上輸入食品の安全性確嵐有機農産物などの名称の表示の適
正化や品質表示を義務づける対象食品の範囲の拡大等に言及しているものの,国として有機農産
物･食品等の表示･認証制度を確立するとまでは述べていない. ｢有機農産物等の表示について,
定義を明確にしたガイドラインを策定し,普及状況等を見ながら,認証制度の導入を検討してい
く｣ (註62)として,これまた先送りされた.
最後に｢研究開発及び主要な関連政策｣として｢研究開発｣, ｢国際協力｣, ｢団体･機関･組織など｣
について様々言及しているが,末尾で｢補助,融資,税制,統計情報の収集･提供などについては,
効率的･安定的な経営体の育成と農村地域の活性化などに資するよう,そのあり方を見直す｣ (註
63)と述べていることだけを確認しておこう.こうした締めの文言からしても｢新政策｣は｢効
率性の追求｣による｢経営体の育成｣こそが政策全体の要をなすものであったと言ってよい.
註･ 1)代表的なものとしては,新農政推進研究会〔1〕,新政策研究全編〔14〕,日本農業　新聞編【15〕がある.
2)関係者による解説･紹介記事については山口〔1〕 〔2〕のほか,白川〔16〕,永岡〔17〕,矢野〔18〕,
上林〔19〕,入滞〔20),坂路〔21〕, ′ト林〔22〕などがある.
3)座談会の記録は〔15), 〔23〕, 〔24〕, 〔25〕に収録されている.
4)各種論評については〔15〕, 〔23), 〔24〕, (25〕などに収録されている.
5)岸〔27〕, p.12.
6)岸〔27〕, p.12.
7)岸〔27〕, p.12.
8)岸〔27〕, p.12.
9)新農政推進研究会〔1〕, p.272,
10)津連〔13〕, p.ll.
11)入滞〔28〕, p.19.
12)入滞〔28〕, p.20.
13)新農政推進研究会〔1〕, p.273.
14)新農政推進研究会〔1〕, p.274.
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15) 【29〕, p･2.このうち擁護論は, ①これ以上日本の自給率は低下させるべきではない.食料の最小限
の国内生産は独立国のコスト, ②過去の経験,今後の食料需給等からみれば外国-の安易な依存は危
険, ③1品目だけでなく総合的な自給率を守るという視点が必要など.否定論は相互依存が進んでい
る今日,食料安保は説得力を持たないなど.中間論は①日本農業の維持発展のためには担い手が重要
で食料安保論はあまり意味がない, ②国際化時化労働力不足時代での食料安保の論理構成が必要な
ど,であったという.なお,懇談会で意見を聴取した学識経験者からは,食料安全保障論を一歩進めて,
穀物の自給率が5割を割った国は生存権を主張して輸入制限できるとのルールを主張すべしといった
意見も出されたという.
16)揮連〔13〕, p.26.
17)揮連〔13〕, p.27.
18)滞連〔13〕, p.20.
19)滞連〔13], p.20.
20)揮連【13〕, p.19.
21)常連〔13〕, p.19.
22)この点に関連して,今村奈良臣民は｢効率主義･環境主義･地球主義の3つをめぐるそれぞれの関
係ならびに優先順位をいかに考えるべきかという点において明確さを欠いているといわざるを得ない｣
と耽判している.今村〔3帆p.9.
23)新農政推進研究会【1〕, p.275.
24)新農政推進研究会〔1〕, p.275.
25)新農政推進研究会〔1〕, p.275.
26)新農政推進研究会【1〕, p.275.
27)新農政推進研究会〔1〕, p.275.
28)新農政推進研究会〔1〕, p.276.
29)新農政推進研究会〔1〕, p.277.
30)新政策懇談会〔31〕, p.6.なお, EC型の条件不利地域対策(直接所得方式)の導入を見送った理由
については, ①対象地域農家の限定を一律的に行うのは難しく,実施するとなればバラマキになって
しまうこと, ②規模拡大が進んでいるECとわが国では条件が違うこと, ③福祉･社会保障的側面が
強くなれば,農家の労働意欲を減退させること, ④職業人たる農業者に対象とすることについて国民
的コンセンサスが得られないこと, ⑤従来の政策体系と異なり,関係方面の理解を得られにくいこと
などが指摘されている.新農政推湛研究会〔1〕, p.212参照.
31)この点について林信彰氏は｢国民のコンセンサスを確立することが重要であるとして,あれこれの
改革は,国民的合意が得られないためについて改革しなくちゃならないんだという言い方をしている
わけですが,合意が得られない原因の追及が不足しているんではないかと言うことであります.ある
いはまた国民的合意というものを誤って理解している点もあるんじゃないかということです｣と述べ
たあと｢特に間膚なのはr新政刺が一貫して農業の非経済性を問題取り上げ---農業は効率が悪い
ので財政負担や消費者負担が生じるのであり,そのことが国民的合意を得られにくくしていると考え
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ているようですが,そうではないんではないか.経済行為を優先させる考えそのものに問題があった
のではないかという点が一つ大きな論点になるんではないかと思います｣と指摘している.林〔32〕,
p.73.
32)新農政推進研究会〔1〕, p.38.
33)岸〔27〕, p.13.
34)滞連〔13〕, p.24.
35)滞連〔13〕, p.25.
36)揮連〔13〕, p.30.
37)揮連【13〕, p.33.
38)滞連〔13〕, p.34.
39)滞連〔13〕, p.34.
40)淳連〔13〕, p.35.
41)滞連〔13〕, p,35.
42)揮連〔13〕, p.35.
43)滞連〔13〕, p.19.
44)滞連〔13〕, p.20.
45)揮連〔13〕, p.25.
46)滞連【13〕, p.25.
47)淳連〔13), p.25.
48)滞連〔13〕, p.10.
49)新農政推進研究会〔1〕, p.281
50)米の生産調整については懇談会の座長である滞連守氏も｢生産調整は必要だと思いますが,佳意で
選択的な制度でいいのであって,アメリカなんか正にそうなんです. ･-　それは割当て的･強制的な
ものではないはずだと思います.今の規模拡大なり,農家の意欲に対してそれがえらく水をさしている.
あるいは主産地形成に対する支障になっているということは明らかですね｣と述べている.滞連〔13〕,
p.23.
51)新農政推進研究会〔1〕, p.282.
52)新農政推進研究会〔1), p.282.
53)新農政推進研究会〔1〕, pp.282-283.
54)新農政推進研究会〔1〕, p.283.この点について今村奈良臣氏は｢前半では価格引き下げは新しい
経営体の形成を困難ならしめ,後半では価格引も下げをおこなわないと新しい経営体の育成は困難だ
といっているが,結論的にはr農業構造の変革を推進するため需給事情を反映させた価格水準として
いく必要Jがあるとしている.これがr新政策jの本音ではなかろうか｣と述べている.今村〔30〕,
pp.14-15.
55)新農政推進研究会〔1〕, p.275.この点について滞遵守氏は梶井功氏との対歓で｢ここにはrタイム･
ラグが生じるから,そこには何らかの手当てをすべきJ　と書けば良かったと思います.それには価格
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政策と所得政策を分ける,価格政策は需給調整と大きなフレを防止する安定機能に純化する.そして,
今後大きく育てるべき担い手鹿象経営体に対しては所得確保のための不足払いしたらいい｣と述べ
ている.農業共済新聞〔33〕.
56)新農政推進研究会〔1〕, p.173.
57)新農政推進研究会【1〕, p.284.
58)新農政推進研究会〔1〕, p.284.
59)新農政推進研究会〔1〕, p.284.
60)新農政推進研究会〔1〕, p.285.
61)新農政推進研究会〔1〕, p.285.
62)新農政推進研究会〔1〕, p.286.食料政策のあり方に関して梶井功氏は｢いま国民に食料政策のあ
り方について序列をつけさせるなら,-何よりもまず"安全"が求められ,次いで"安定''であり,
そしてそれが"効率的"にできればそれにこしたことはないというところであろう.そしてその序
列こそが環境保全型農法の確立と整合性をもつ序列なのである.状況の認軌ま的確であり正しい.が,
とろうとしている政策方向はその認識との整合性を著しく欠いているといわなければならない｣と批
判している.梶井〔34〕, p.61.
63)新農政推進研究会〔1〕, p.287.
4. ｢新政策｣の帰結
｢新政策｣が公表された2ケ月後, 1992年8月7日に第68回農政審議会が開催され,企画部
会の2つの小委員会で政策の具体化に向けた検討が開始された(註1).
第1小委員会では｢構造･経営対策｣,第2小委員会では｢農村地域対策｣についての検討が行われ,
それを受けて93年6月8日の参議院本会嵩で｢新政策｣関連二法が可決,成立した.このうち｢農
業経営基盤強化のための関係法律の整備に関する法律｣ (以下｢基盤強化関係法｣)は同年8月2日,
｢特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律｣ (以下｢特定
農山村法｣)は同年9月28日,それぞれ施行された.
｢基盤強化関係法｣の目的は, ｢新政策｣が展望した経営体の育成であった.具体的には, ｢農
用地利用増進法｣を一部改正し,経営体の育成に焦点を据えた｢農業経営基盤強化促進法｣ (以
下｢経営基盤強化法｣)に名称変更された.併せて,農業経営の法人化の推進等に関連して｢農地法｣ ,
｢農業協同組合法｣, ｢土地改良法｣なども一括改正された.
｢基盤強化関係法｣の中心は｢経営基盤強化法｣であり,その内容は第3図に示したようなも
のであった(註2).
かいつまんで言えば,まずは都道府県が定めた｢基本計画｣に即して市町村が経営体の育成目
標などを盛り込んだ｢基本方針｣を定め,これに基づき認定された｢認定農業者｣に対して, ｢農
用地の利用集積｣等の支援をする.このため,農地保有合理化法人を｢農地法｣から｢経営基盤
強化法｣に位置づけ,農用地の売買,賃貸借のみならず農地信託事業や農業生産法人出資育成事
業,さらには新規就農希望者等に対する研修事業等も行えるようにしよう.こうした保有合理化
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都道府県基本方針(第5粂)
･効率的･安定的な農業
経営の指標
･合理化法人(県農業公
社)の指定等
市町村基本構想(第6条)
･効率的･安定的な農業経営
の指標
･農業経営基盤強化の促
進のための事業の方針
･合理化法人(市町村農
協､市町村公社)の指定等
農地保有合理化法人
(第5粂～第6粂)
農地保禾合理化事業
(第7条～第11条)
鹿業経常基盤強化の促進のた
めの事業(第17条～第27条)
農業経営改善計画の
認定制度(第12条)
規模拡大､生産方式
の合理化､経常管理
の合理化､農業従事
の態様の改善等
(認定農業者-の支援)
農業委員会等による農地
利用集積の支援(第13粂)
農業生産法人出資育成
事業の実施
(第4条第2項第3号)
税制しの特例(機械施設
の割増償却) (第14条)
農林漁業金融公庫等の
融資の配慮(第15条)
研修等の実施(第16粂)等
資料. r新政凝二法のあらまし』全国農業会談所
第3圏　点業経営基盤強化促進法のあらまし
事業と利用権設定や農作業受委託の促進事業を一体化することで,経営基盤の強化を促進する仕
組みを整備する.これに基づき,県･市町村が認定農業者に対する農地流動化施策を集中的に推
進すれば,効率的･安定的な経営体の育成にもつながろう･ただし,農用地の受け手がない地域
の受け皿として,新たに｢特定農業生産法人｣制度を創設する･およそこういう形で･経営体の
育成に向けた法的枠組みが整備された.
さらに,農地法については農業生産法人の事業要件が見直され,法人以外で生産された農畜産
物を含めて加工,貯嵐運搬,販売,農業生産に必要な資材の製造,農作業の受託などが行える
ようになった.･法人の構成員についても,現物出資する農地保有合理化法人･農協･農協連合会,
産直契約や農作業委託を行っている個人,さらには農業生産法人に特許の供与を行っている者等
が加わることができるようになった.株式会社に対する門戸は開放されなかったものの, ｢新政策｣
でいう法人化の推進に寄与すべく事業要件,構成員要件が見直されたのである･
同様の要件緩和は農事組合法人にも適用されるため,関連して農協法の一部も改正された･育
成すべき経営体が一人でも土地改良事業の事業主体となれるよう･土地改良法の一部も改正され
た.農林漁業金融公庫法なども一部改正され,土地改良区等に対して農地利用集積に必要な無利
子の資金を貸し付けることができるようになった･以上のように,農用地利用増進法など関連7
法を一括改正した｢基盤強化関係法｣のねらいは, ｢新政策｣が掲げた効率的･安定的経営体の
育成であった.
これに対して, ｢特定農山村法｣は｢新政策｣でいう｢農村地域政策｣のうち｢中山間地域な
どに対する取り組み｣に対応したものであった.この法律の適用対象は,地理的条件や農業条件
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が不利な農林業主体の市町村が原則とされ,具体的な要件は政令で定めることとされた.対象地
域についても旧市町村をどうするかを含めて主務大臣がのちに公示するとした.法律の内容は概
略つぎのようなものであった.
まず,対象市町村が｢農林業等活性化基盤計画｣を作成する.農業者で組織する団体がそれに
基づき地域ぐるみで新規作物の導入や生産方式の改善等計画を作成し,それを市町村が認定する.
認定した団体に対しては,計画の実施に必要な資金の確保に努めるほか,目標収入を1割以上下
回った場合,その差額分を限度として,営農活動の継続に必要な経営費を低利で融資する.また,
認定を受けた計画に係る施設については,特別償却など税制上の特例措置も講じよう.
こうした支援措置と併せて,農林業上の適正な土地利用や活性化基盤施設を整備するため農林
地所有権移転等促進事業を展開する.これにより,市町村が所有権移転促進計画を定めて公告し
た場合,農地法等の適用を除外し,農林地の所有権移転や賃借権･地上権の設定･移転が一括し
て行えるようにする.ただし,農地の転用や市街化調整区域内の開発行為に係わる権利移動につ
いては,都道府県知事の承認を義務づける.とりわけ農地転用については知事に対して都道府県
農業会議の意見聴取も義務づける.
こういう縛りを課しながら開発に歯止めをかけ, ｢新政策｣でいう｢農林地を一体的に経営管
理するため｣,農林地の所有権移転等を一括してできるような便法措置を講じよう,同様の措置
は農用地利用増進事業でこれまでも実施されてきた. ｢利用集積｣と｢移転促進｣ではややニュ
アンスが異なるものの,権利移動を一括して行うという意味ではさほど違わない.農林業の活性
化等にかこつけて施設用地-の転用が乱開発を助長しかねないとの批判はあるが,ソフト中心の
地域振興法ゆえ,このくらいの目玉があってもいいだろう(註3).
森林組合法の特例として,森林組合が農作業委託を行うことも認可しよう.こうすれば｢新政
策｣でいう｢農協と森林組合の業務の相互乗り入れ｣も可能になる.国会審議でも取り上げられ
た中山間地等-の直接支払制度の導入は｢新政策｣同様,見送った.したがって,基本はあくま
でも立地条件を生かした農林産物の振興や特産品の開発あるいは体験交流,就労機会の増大等に
よる地域振興である.
なお,こうした｢活性化基盤整備計画｣は,知事承認を課しているものの,基本的に市町村が
独自につくることになる. ｢経営基盤強化法｣のように,県の｢基本方針｣が示されるわけではない.
過疎法や山振法など既存の地域振興立法と連携させ,どの程度うまく活用できるかは市町村の力
量次第ということになろう.およそ以上が｢特定農山村法｣の概略であった.
｢新政策｣はこうした関連二法に基づく具体策を仕組みながら展開されることになった.以下
では,その現実的帰結について,可能な限り目標年度の数値を手掛かりとしながら事後評価を試
みてみよう.
第5表は, ｢新政策｣が目標として掲げた効率的･安定的経営体の育成による農業構造の再編
がどの程度達成されたかをみたものである.これによれば, 2000年に35-40万戸程度になる
と｢意欲的に展望｣してみせた個別経営体の実績値は, 90年と同じ10万戸程度というのが農水
省の試算値である.つまりこの間,個別経営対数は全く増加しなかった.稲作単一経営で5万戸
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第5表　新政策時における稲作を中心とした農業構造の展望と実績
313万人 ??iﾉ???
7l% 鉄BR?C担r?
(試算値) ???D侘ｹ/i7?(??
- ??
) 僞?b???
5.Oha以1-..J)稲作付面稀4■ ゝ十二〇● 迭vt｢?手ﾞﾉWH黜鋕ｨ??%?R?
8677戸 ?砥9iﾈﾌｳ??
78万Jj ?友ﾄ?ﾆｦｧ?B?
資料　農水省｢新政策における農業構造の見通しとその達成状況｣､農水省統計情報部
｢農林業センサス｣ 2000年､食糧庁｢米麦データブック｣ 1992年､ 2001年版
注: 1)数字は2000年センサスによるo　ただし,認定農業者がいる農家のうち複合経営農家の中には稲作以
外のものも含まれる｡
2)農水省｢新政策における農業構造の見通しとその達成状況｣の試算値であるD
3)組織経営体については, 2000年センサスにより稲作1位の農家以外の事業体13,471のうち受託料
収入1,000万円以上の3,655事業体を加算した値である｡金額を3000万円以上に引き上げれば,事
業体数は1440である｡
4) 1990年産米と1999年産米に関する米麦データブックの数字である｡資料の制約上5.Oha以上のデー
タしかとれないが,これでも｢新政策｣が目標とした数字には遠く及ばない｡
程度と推計された個別経営体も,認定農業者がいる稲作単一経営というラフなデータでも2.3万
戸と半分にも達していない.認定農業者がいるからといって個別経営体の基準をクリアーしてい
るとは限らないゆえ,実際の数値はこれよりも下回ろう. 10万戸程度と推計された複合経営体
にしても多く見積もって5.1万戸である.ただし, 5.1万戸の中にはデータの制約から稲作以外
の経営体も含まれている.しかも,単一経営同様,認定農業者がいるからといって基準を満たし
ているとは限らない.これまた,実際の数値はもっと下回ろう.
組織経営については比較に耐えるデータが見当たらない.仮に販売金額1,000万円以上の稲作
第1位の農家以外の事業体と受託料収入1,000万日以上の水稲サービス事業体を合計しても,そ
の数は3,655事業体である.金額を3,000万円以上に引き上げれば,事業対数は両者合計で1,440
に激減する.稲作が主の組織経営体2万という目標は,達成率にしてせいぜい1-2割程度見込
めればいい方であろう.
この結果, 5.Oha以上の稲作作付面積シェアにしても, 1990年度未の8.2%から99年度末の
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12.6%と少しは伸びているものの,目標とした個別経営体の生産シェア5割には遠く及ばない･
この中から基準をクリアーする経営体を抽出できるとすれば,そのシェアはさらに下回ろう･
農地流動化の実練もまた, 175万haという目標数値からかけ離れていた･第6表にみるように･
1990年から9年間の耕作目的の権利移動面積を単純に加算しても約103万haと目標面積の6
割近くにしか及ばない.ただし, 99年実績のうち経営体-の成長が期待される5･Oha層-の流
動化面積は, 27%と3割以下に留まっている･一正確を期するとすれば過去10年間耕作目的で流
動化したストック面積のうち,何ha,何割が5.Oba-移動したかを確認しなければならないが･
第6表Jt地流動化面積と大規模A崇への集横平
耕作目的の 所有権移動 僞?馘??h.?ｪ?(ﾊ?ﾉ?.?農業経営基盤 強化法による 利用権設定 俟ｸﾞﾉmｩ4?ﾂ?ｪx9?"??l 
1990年 ?BﾃC3R?,396 鉄?ャ?9】,711 茶??E?騷ﾉ:陋ｸ,ﾉmｩUy???
91 ?Rﾃc#?4,942 鉄?3c?96,939 僵ｸ?昏ｴ?ﾈ?ﾘ?)??ﾟB?
92 ?津c3?4,175 鉄B經32?8,347 ?,ﾉmｩUx昆:驅ﾈ??
93 ?bﾃ??4,628 鉄津S#?90,307 ?
94 ?づ33?4,362 田?S??3,232 ?
95 ?r?s?4,129 田2繝c?95,076 
96 ??CCR?,462 都Bﾃsビ?og,694 ?
97 ?づ???,289 都津C3r?11,647 假8*?ﾈ?コ蔕?決???ﾙk?
98 ??c??,554 塔Bﾃ#??18,Ll58 ?
99 ?津??4.094 涛津c??32,814 ?
計 ??ﾃC#?43.031 田sづscR?028,225 
資料･ A林統計協会｢食料,農業,農村白書参考統計表｣ 2000年度
ラフな推計でも目標に遠く及ばないことだけは確かである.
いずれにしろ, ｢新政策｣が意欲的に描いてみせた効率的･安定的経営体が大宗をなすという
展望払　ことごとく破綻したといっても過言でない.個別経営体が増えなかったことについて,
農水省は｢さらに検討する必要がある｣と言いながらも｢見込んでいたほどの高齢者のリタイア
がなかったこと｣やr農地の資産的保有傾向が続く中で零紳経営を含むすべての生産者に効果が
-御こ及ぶ価格政策が維持されたこと｣などが背景にあると述べている(註4)･確かに第5表
にみるように,農家戸数は見通しより減らなかったし,土地持ち非農家も見通しほどには増えて
いない.自給的農家は見通しの範囲内に収まっているものの,基幹的農業従事者は見通しを30
万人も上回っている.それに占める65歳未満の比率も期待したほどには高まっていない.その
意味で,見込んだほど高齢者のリタイアがないまま,従来の農業構造が維持される傾向が強かっ
た.しかしそれは, ｢価格政策が維持されたこと｣によるものかどうかは疑わしい.
第4図に示したように, 1995年以降,米価暴落の歯止め措置なき｢食権法｣の施行も手伝って,
米の生産者価格指数は,経営規模5.Oha以上どころか10.Oha以上の生産費指数の低下をも,は
るかに下回っている.これを見る限り｢需給事情を反映させた価格水準｣となった結果, ｢価格
低下と育成すべき経営体の規模拡大などによるコスト削減にタイム･ラグが生じないように努め
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資料　農水省統計情報部｢米及び麦類の生産費｣各年版､食桂庁｢米データブック｣
各年版
農林統計協会｢食料､農業､農村白書参考統計表｣ 2000年度により作成
第4国　米価指数､生産手指敦､作付面耕.販売数量比率の推移
る｣という｢新政策｣の歯止め措置は事実上効力を発揮しなかった. ｢価格政策が維持されたから｣
ではなしに,価格政策に代わって市場原理が導入されたことにより,価格低下とコスト削減にタ
イム･ラグが生じ,稲作を主とする経営体の成長力が大幅に後退したとみてよいであろう.この
結果, 90年代前半に多少伸びる傾向にあった5.Oha以上の稲作付面積比率にしても, 90年代後
半は停滞的に推移し,今日に至っている.
さらに｢新政策｣では｢農業生産を維持し,国内供給力を確保するためには,一定の国境措置
と国内農業政策が必要であることにつき,国民のコンセンサス及び国際的理解を得ていかなけれ
ばならない｣とされたにもかかわらず,結果は第5図にみるように農産物輸入の増大であり国内
生産の衰退であった. 1985年のプラザ合意以降急速に進んだ円高の下で,農産物の輸入価格指
数は若干の起伏を伴いながらも急落し,それに伴って70年代半ば以降やや停滞的に推移してき
指数
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資料　農水省｢農林水産物輸出入の教士･価格指数｣､経済企画庁個民経済計算｣
注.為替レートは､インターバンク直物中心レート
(ただし. 70年までは固定レート360円/ドルとした)｡
第5図　農産物の輸入数量指数､輸入価格指数の推移
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注● 1)小麦,とうもろこし及び大豆の価格は,シカゴ商品
取引所の各月第1金曜日の期近価格(セツルメント)
の平均であるo米はタイ国貿易取引委員会の各月第1
水曜日の公表価格(うるち精米,砕米混入比率10%未
満のFOB価格)の平均である｡
2)期末在庫率は小麦,飼料穀物及び精　米ベースの米
の合計値であり,各国の穀物年度の期末在庫量を消費
圭で　除して算出している｡
資料●ロイター･ES-時事,タイ国貿易取引委員会,米国
農務省｢Gram World Markets and TrAdeJ
出典　農林統計協会｢食料,農業,農村白書参考統計表｣
2000年度
1 988   90           95          20(泊
資料農水省｢世界食料需給モデルによる予測結果について｣ 1992年6月,p.5.
第6図　世界食料需給モデルによる穀物.大豆の国際価格の予測値と実績値の比較
た輸入数量指数は60年代を上回るほどの勢いで増加に転じている.とりわけ輸入の増加が目立っ
たのは,鳥獣肉類及びその調整品や卸業及びその調整品であり,加工度別にみれば,加工品･半
加工晶であった.この間,わが国食品製造業は競争力強化に向けて海外投資を拡大し,現地で行っ
た調整･加工･半加工晶を開発輸入するという傾向も強まった(註5).わが国の農産物輸入は,
品目,加工度,輸入形態等々の構造変化を伴いながら80年代半ば以降再び急増することになっ
たのである.
仮に世界の食料需給が｢逼迫基調で推移｣したとすれば, ｢経済力にまかせた食料輸入の拡大｣
に対する｢国際的批判｣も高まったかもしれないし, ｢自らの国土資源を有効に利用することによっ
て食料を安定的に供給する｣といった食料政策の基本に対する｢国民のコンセンサス｣や｢国際
的理解｣なども得られやすかったに違いない,
ところが食料需給予測からすれば｢生産制約シナリオ｣はむろん｢現状維持シナリオ｣ですら
穀物価格の上昇は避けられないと推計されたにもかかわらず,結果は第6図に示したようにそれ
に反するものであった. 1992年以降96年にかけて生産制約シナリオに近い推移をみせた穀物価
格指数は,その後下落に転じ, 2000年の水準はいずれも100を下回っている.
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賛料:農水省r世界食料需給モデルによる予測結果｣ 1992年, FAO rFAOSTATJ
このうち,とうも
ろこし,栄,大豆に
ついては,第7図に
示したように2000年
の世界の生産量の実
績がいずれも現状維
持･生産制約シナリ
オの数値を上回って
いる.とうもろこし
第7国　世界需給モデルによる推計値と実練値の比敦 のみ先進国地域の実
凍値が推計値を下回っているものの,米,大豆については両地域とも実績値が推計値を上回り,
とりわけ途上国地域における生産量の増大が目立っている.
理由はともかく推計値以上に生産量が増大したわけだから,差し当たり単純な需給バランスか
らして価格低下が引き起こされたとしても不思議でない.
ただし,小麦の場合は同様の理由が当てはまらない.先進･開発途上国地域ともに生産量の実
横倍は現状維持シナリオどころか生産制約シナリオすらも下回っている.需給モデルからすれば
2倍以上に価格が高騰してもいいはずなのに,価格指数の実績値は73.0と他の品目以上に落ち
込んでいる.単純な需給バランスでは,どうにも説明できない現象が起きたとしか言いようがな
い.
おそらく中国やロシアが′ト麦の輸入量を激減させたことが絡んでいよう.とりわけ,中国の小
麦輸入量は, 1990年代半ば以降からの食料増産政策も手伝って, 91年の1,237万トンから99
年にはわずか45万トンに落ち込んでいる(註6).巨大な小麦輸入国が突如として国際小麦市場
から離脱した.穀物全体の輸入量も, 95年の2,885万トンをピークに99年には1,016万トン
と3分の1程度にまで落ち込んだ(註7). 90年に1,186万トンの穀物を輸入していたロシアに
しても, 99年の輸入量は195万トンにまで激減し,うち小麦及び小麦粉の輸入量も90年の243
万トンから99年には38万トンと6分の1にまで落ち込んでいる.詳細な検討は別として世界
有数の小麦輸入国がともに90年代半ば以降輸入量を大幅に減少させるといった事情が重なって,
′ト麦については生産量の実績が推計を下回ったにもかかわらず価格指数が低下するという現象か
ら引き起こされたのであろう.そこにはまた,米を増産したアジア地域が, 97年のバーツ暴落
を契機とするアジア経済危機の下で小麦から米-と消費需要をシフトさせ, ′ト麦に対する需要を
減少させるといった事情が絡んでいるのかもしれない(註8).
いずれにしろ, ｢逼迫基調で推移する｣と見られた世界の食料需給展望は, 90年代半ば以降顛
薯になった有効需要に対する穀物過剰基調の下でその見通しに狂いが生じ,食料政策の基本に対
する｢国民的コンセンサス｣や｢国際的理解｣を得る上での要心たる役割を失墜させた.将来的
にはともかく,差し当たり食料危機が遠のき,しかも国内生産を担うはずの効率的･安定経営体
の育成が破綻を来したとすれば, ｢国内生産,輸入及び備蓄を適切に組み合わせる｣という食料
-27-
工1 20.0
1 00.0
80.0
10.0
40.0
20.0
0.0
∴
供給シナリオは,当然の帰結として｢市場
原理の導入｣による農産物の輸入増-とシ
95.3　　7トせざるを得なかった.この結果, r長期
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資料: A水管統計情報部rJL林水産業生産指数J
2000年､により作成
第8降　農業生産指数の推移
に現実と帝離することになったのである.
ちなみに,当時の農水省関係者は, 1990
年に閣嵩決定された｢r長期見通LJの生
産水準をr新政策の方向1によって実現し
ようということであります. r長期見通LJ
ではカロリー自給率が50%,穀物自給率は
31%という目標を掲げているわけでありま
す.まず,その生産水準を｢新政策｣によっ
て実現していこうということでございます.
まさに歯止めかけるということの大前提と
してはr長期見通し｣があるということを
理解いただきたいと思います｣ (註9)と述
べている.ところが第8図に示したように,農業生産指数は,総合･耕種･畜産ともに80年代
後半から90年頃を境に100以下に落ち込み, 99年時点ですでに長期見通しの2000年目標値か
ら大幅に帝離した.品目別に自給率見通しと実績を比較した第9図を見ても,自給率の実績が見
&#dE卵魚肉豚肉牛肉肉類牛乳･乳製品果実野菜大豆大･裸麦小麦栄
資料:農林統計協会r21世紀農薬-のシナリオー農産物の青要と生産の長期見通し｣
1990年, A林統計協会r食料書籍表- 2000年度｣ 2002年｡
注:小麦､大.裸麦.大豆など自給率見通しに幅があるものについては.上位の
数値を採用した｡
第9国　品目別自稔串の実績と見直し
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見通し｣ 1990､農林統計協会｢食
料帝給表12000年度｣ 2002年
第10図　食料自給率の推移と見通し
通しを上回った品目は皆無である.この結果,各種金
料自給率は第10図のように｢見通し｣目標の達成はお
ろか,歯止めすらもかからなかった.
農業生産が衰退傾向を強める中,第11図のように食
料生産の基盤である耕地面積も都市的かい廃や耕作放
棄を伴いながら減少し,耕地利用率も1990年の102%
から99年の94.4%にまで落ち込んだ.農林産物の振
興を目指した｢特定農山村法｣にしても,効果の程は
疑わしい.中山間地域に特定したデータは入手できな
いが,第7表に示した地域活性化を目的とした組織の
状況を見れば大方の見当をつけるぐらいは可能であろ
ラ.
青年層から複数の世代まで,組織がある実農業集落
数を基準にした活動内容項目別比率をみると,農産物
の生産･加工･直販などに取り組んでいる集落の比率は,
多くても1割程度とイベントの企画やボランティア活
動に比べていかにも低い.ここから農林業の活性化に
よる地域振興効果を読みとるのは土台無理である.だ
からといって体験交流など交流事業が広く展開しているわけでもない.第7表の備考欄に示した
ように,最も多い祭りやイベントを通した交流でも11.1%,産直や体験交流などはそれぞれ4･4%･
2.1%と限られている. ｢特定農山村法｣の効果は,あったとしても極めて限られた地域のもので
第7表　地域活性化を目的とした組稔の状沢
単位〔実数:集落■､比率:%〕
区′分 剔g織があ る実農業 集落数 乖???R瓜?H?9｢?農薬 劔1各種イベ ントの企 画.開催 ?ｸ8 2?X4(4?ｨ??自然動植 物の保護 
農産物. の生産 剩_産加工 品の生産 僞?兒?,ﾉ+ﾉLﾂ?
実 ?)D?y(i?,ﾉ???3,6321,9672491,28520,04413,351465 女性中心の組織高 鉄津?#" ?3bﾃC#CRﾃs#s?ﾃ鼎? ﾃsc?ﾃ?R?
齢者中心の粗雑 都????#S?C?ﾃ??2ﾃ?SC偵?S"ﾃc??
敬 兒?H,ﾉ??,ﾉ???5,8573 ?841,4533,98920,34312,3161,655 
計 ?唐ﾃc3??鼎Cづccs?ﾃ?都2ﾃC#??ﾃC?Rﾃs3r?
構 ?)D?y(i?,ﾉ???00.05.80.73.859.639.71.4 女性中心の粗放 ???2絣??湯縱32繝Sr??r?
皮 俘)~竟)(i?,ﾉ?_｢?00.01.80.81.618.770.03.7 
比 兒?H,ﾉ??,ﾉ???oo.010.34.1日.156.734.34.6 
舌十 ???B經B紊b?3r?SB緜"纈?
備 考 宙ﾏ?ﾈ馼ｼh,偃h.?x/?X*(.僞?h?x?H,h+ｸ,ﾈｨHﾘr?農林漁業の体験を介した交流2,233(2.1%)産地直送を介した交流4,670(4.4%) 
農山漁村留学受け入れ456(0.4%)伝統芸能.工芸を介した交流3,501(3.3%) 祭り等のイベントを介した交流11,741(ll.1%)-調査対象集落数105,820に対する比率 
賢料:農水省統計作帝都｢2000年世界農林業センサス結果概要｣ 】Ⅰ
-29-
工　　　　　藤
耕地利用率(左目盛り)
耕地面積(右目盛り)
1985年　　　　　　　　　　90
資料:農水省r耕地及び作付両横調査｣ 2001年
0　　0　　0　　00　　5　　0　　56　　【8　　5　 4
甥叢用途
耕作放棄等
95　　　　　　　　　　2001
注: 1)改廃面等削ま自然災事を除く人為的改廃面額である｡
2)都市的改廃面積には､ =境用地､道路鉄道用地､宅地等が含まれる｡
3)その他には､ &林道等.植林.その他が含まれる｡
4)耕作放棄面積は,その他の内訳であるが､ 1992年以前は調査が行われていない｡
第11園　耕地面積及び拡張･改廃面積の推移
しかなかったと言ってよい.
地域振興がままならない中, 1990年から2000年にかけて全国で約5千もの集落が減少した.
減少率は都市的地域が6.7%と最も高いものの,ついで山間農業地域が4.4%,中間農業地域が
3.1%と続いている.地域活性化どころか条件不利地域の多くの集落は,文字通り崩壊の危機に
直面しているというのが現実であろう.
｢新政策｣が｢意欲的｣に描いてみせた10年後の展望は,食料･農業･農村関連のどんな指標
を取り上げて検討してみても,ことごとく破綻したというのが事後評価の結論である.こうした
｢新政策｣の現実的帰結を踏まえながら,最後に農政史上における｢新政策｣の意義と限界につ
いて検討してみたい.
註: 1)農政審の中間とりまとめの内容については, 〔35〕に全文が掲載されている.
2) ｢農業経営基盤強化促進法｣等新政策関連二法の成立の経掛こついては, 〔36〕が詳しい.これによれば,
国会審議の過程でr法案が目的とする農用地の流動化面積175万haは全農地面積の35%にも及び,
過去10年間の流動化実練71万h8の2倍以上であることから,その実現性を疑問視する意見が出さ
れた｣という. 〔36) p,33.なお,新政策関連二法の内容については主として〔37〕の佐藤一雄稿お
よび佐藤･速水稿によっている.
3)この点について,梶井功氏は, ｢現実を直視している市町村当局が新法に期待しているのは,この農
林地権利移動の一括束帯制度である.むろん農林地の転用がやりやすくなるという期待からである｣
と述べ｢農業経営基盤強化促進法では同じ手法を農用地利用集積計画といい,特定農山村活性化法で
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は所有権移転等促進計画といっている. "集積"を強調するのと"移転等促進"をいうのとでは,
だいぶ趣を異にしよう.この名称の違いは案外この移転等促進計画がもたらすであろう事態を暗示し
ているのかもしれない｣と注意を喚起している.梶井〔34〕, p.72.
4)農水省【38〕 p.2.
5)以上について詳しくは農水省〔39〕 p.31,を参照,
6)数字は農水省〔39〕 p.15,秦- 1 -5の｢中国通関統計｣の数字による,ちなみに｢FAOSTAT｣の
中国の小麦及び′｣､麦粉の輸入量は, 90年1381万トン, 95年1299万トン, 98年285万トン, 99年
180万トンと激減している.
7)以上の数字は｢FAOSTAで｣による.
8)例えば｢FAOSTAT｣によればアジア地域(インド,インドネシア,韓国,マレーシア,パキスタン,フィ
リピン,タイ,トルコ,ベトナム,の合計)の穀物の輸入量は, 1990年4871万トン, 95年6707万
トン, 98年7038万トン, 99年7964万トンと通貨危機以降も量的には減っていない.米,小麦及び
′J､麦粉,とうもろこしなど品目別にみても同様に伸びている.従って,通貨危機以降におけるアジア
地域の輸入量の減退がどの程度穀物価格下落の要因であると言えるかは疑問が残る.影響があったと
すれば,小麦から米-の消費需要がシフトした事が関係しているのかもしれない. 96年以降のインド,
マレーシア,インドネシア等でそうした傾向が伺われるからである.
9)座散会における高木勇樹氏の発言, 〔23〕 p.25.
5.農政史上における｢新政策｣の位置
｢新政策｣の策定作業が開始された1991年末,社会主義ソ連は独立国家共同体-移行し消滅
した.以来,戦後長らく続いた冷戦構造は崩壊し,資本主義の世界化,グローバル化が農業をも
席巻しながら一挙に進むことになる.その前兆は, 1985年,ゴルバチョフがペレストロイカに
取り組んだ頃から始まった.いみじくも,同年,わが国はプラザ合意により円高や内需拡大を迫
られるなど,半ば強制的にグローバル化の洗礼を受けることになる.膨大な貿易黒字わ下で,農
業に対しても,′午肉,オレンジに代表される農産物12品目の自由化のみならず, RMAが米輸
入制限撤廃をUSTRに提訴するなど,一段と市場開放圧力が高まった.
目を国内に転ずれば, ｢農業たたき｣の嵐が吹き荒れていた. ｢規制緩和｣, ｢市場原理の導入｣, ｢過
保護農政の撤廃｣等々,農業に仕向けられた一連の｢外圧｣, ｢内圧｣は,グローバル化に移行す
る暴力的ともいえる地均しでもあった,
時恰も, 1986年から,アメリカを中心に農産物のあらゆる貿易制限措置の撤廃を求めるUR
交渉が始まっていた.その決着を待つまでもなく,わが国の農産物輸入は急増し,内需拡大の帰
結と言ってよいバブル経済が91年に崩壊したのちも,その勢いは止まるところを知らなかった.
｢新政策｣を取り巻く時代状況は, ｢旧農基法｣が制定･施行された1960年代からみれば,明ら
かに一変してしまっていたのである.
ちなみに, ｢旧農基法｣は高度経済成長の下で拡大した農工間所得格差の是正や消費の伸びに
対応した作目の選択的拡大など,どちらかといえば国内的な構造調整に力点が置かれていた.対
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する｢新政策｣は, ｢規制緩和｣, ｢市場原理｣の導入等々を板子として｢内外価格差の是正｣を
促すなど,明らかにグローバル化に対応した構造調整のためのシナリオであった.
確かに,自立経営農家を個別経営体に,協業の助長を組織経営体にそれぞれ読みかえれば, ｢新
政策｣の展望も｢旧農基法｣が敷設したレールの延長線上にあるかに見える.とはいえ意味する
ところはそれぞれ異なっていた.自立経営農家の育成は所得格差の是正を目指す国内的な構造調
整であり,価格政策等の支援措置も法律の中に仕組まれていた.経営体の育成は,価格政策を市
場原理に委ね, ｢自主性｣, ｢創意･工夫の発揮｣など｢自己責任｣により内外価格差を圧縮する
という,国際化に対応した構造調整に重点が置かれていた. ｢国際化時代に対応した産業として
の農業の確立｣を横棒する経営体の育成であり法人化の推進であるという意味で,国内的な構造
調整という｢旧農基法｣の軌道からは明らかに逸脱していたのである.
他産業並みの労働時間や生涯所得の実現にしても,所得格差の是正というよりは,職業として
選択しうる経営体の到達目標として提示されたにすぎなかった. ｢旧農基法｣が掲げた所得格差
の是正は,全面的兼業化の下で,大方のところ解消されていたからである.特定の担い手層に焦
点を当てたという意味でやや共通性が認められるとはいえ,グローバル化に対応した｢新政策｣
の構造展望は, ｢旧農基法｣時代のそれとは別物であった.
｢食料｣ ･ ｢環境｣ ･ ｢農村地域｣政策に言及したことも, ｢旧農基法｣には見られない｢新政策｣
の特徴であった.こうした一連の問題についても,経済･金融･情報通信のグローバル化･ボー
ダレス化とは違う意味で, 1980年代半ば以降,急速に国際的関心が高まり始めていた.
｢世界食料需給モデル｣の結果を待つまでもなく,途上国を中心とする人口の急増により,や
がて世界の食料需給は逼迫するに違いないと見られていた.すでに飽食の時代を通り越した先進
各国では,食の安全性に対する関心や健康志向が高まっていた.農政のシナリオに｢食｣関連の
施策を取り込む状況もまた,国際的な広がりを見せていたのである.
｢環境｣や｢農村地域政策｣についても例外ではなかった. 1992年のリオの地球環境サミット
以降,世界的な注目を集めた地球環境問題のみならず,農業の環境に対する負荷軽減や環境に
対する便益としての多面的機能をめぐる論議が,西欧諸国を中心に高まっていた.こうした中,
EC (当時)では85年から環境保全に配慮した農業を行った者に対する補償金交付や環境等-の
配慮を重視した条件不利地域対策の拡充･強化が始まった.アメリカでも90年農業法に低投入
持続型農業(LISA) -の支援措置が盛り込まれた. ｢食料｣のみならず｢環境｣, r農村地域｣対
策もまた,国際的な潮流になっていた.
｢新政策｣がやや不整合ながらも食料,環境,農村地域政策をシナリオの中に取り込んだのは,
単に国民･消費者向けの｢多数派工作｣や農政領域の拡大といった国内的な対応のみならず,す
でにこうした動向が国際的にも一般化し始めていたからに違いない.冷戦構造の崩壊以降,一挙
に進展した国際化の波に乗り遅れたのでは,わが国農政もまた地盤沈下を避け難いような状況に
追い込まれていたからである.
もっとも,本来であれば農政がその命脈を保つ上でも,国際化に適応しうる農政シナリオの抜
本的な軌道修正が必要であった.半ば迎合的に国際化に対応するのではなしに,新たな外部状況
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に意識的に働きかけながら,わが国の農業･農村が存続するにふさわしい新たな状況を切り開い
ていくという意味での｢適応するシナリオ｣である.それだとしかし,半ば空洞化していたとは
いえ｢旧農基法｣の見直しを回避できなかったであろうし,場合によっては｢新農基法｣の制定
といった事態にすらなりかねなかった.
事が急を要する以上,当然予想される｢ああでもないこうでもない｣という議論に時間をかけ
ているゆとりはなさそうだった.しかも, UR交渉が未だ決着を見ていなかったため,食管法な
ど必要な法律･制度の改革にしろ,具体策の提示にしろ,農政当局の判断からすれば,すぐさま
着手することは難しかった.残された選択肢は,取り急ぎ国際化･グローバル化に対応する農
政の方向だけでも大月旦に打ち出すことにより,差し当たり急場をしのぐためのシナリオの策定で
あった.
大旗な方向提示の役割を一身に担ったのは,個別経営体,組織経営体など｢効率的,安定的経
営体｣の育成を中軸とする土地利用型農業の構造展望であった. ｢食料｣, ｢環境｣, ｢農村地域｣
政策もそれなりに取り込まれたものの,確固たる食の安全性確保措置や中山間地域等に対する直
接支払い等などは盛り込まれなかった.それらは差し当たり国民的視点や国際的視点から｢新政
策｣に彩りを添える脇役でしかなかった.主役はあくまでも｢効率性の追求｣や｢自己責任｣を
基本とし,価格政策はもとより所得政策などセーフティネットすら取り払った,職業として選択
しうる経営体の育成であった.
こうしてみると, ｢新政策｣の農政史上における意義は何かと言えば,すでに空洞化が進んで
いた｢旧農基法｣体制下における農政展開の法的･制度的枠組みを段階的に精算し,市場原理の
導入を挺子として,戦後農政をグローバル化対応型農政に組み換えていく,露払い的役割を果た
すことにあったと言ってよい.それはまた,農業･農村の起死回生策を謳いながらも,どちらか
と言えば高まる｢外圧｣, ｢内圧｣で地盤沈下しつつあった農政当局の起死回生策という意味合い
の方が強かった.
事実, ｢新政策｣が提示した食料･農業･農村改革のビジョンにしろシナリオにしろ,主役た
る役割を期待された経営体の育成をはじめとして,ことごとくと言っていいほど破綻した.農政
体系組み替えに向けての｢新政策｣は,結果的に農業･農村を解体･空洞化-と導く上での｢露
払い的役割｣をも果たすことになった.市場志向型｢新政策｣というメダルの表側がグローバル
化に対応した構造改革を掲げることで農政の命脈を保つシナリオだったとすれば,その裏側には
わが国の農業･農村を解体･空洞化-と導くシナリオが組み込まれていた.いわば,グローバル
化に対応するはずの｢新政策｣のシナリオは,世界食料需給見通しにくるいが生じたことも手伝っ
て,逆にグローバル化の波に押しつぶされてしまったのである.
｢食｣の安全性確保にしろ表示の適正化にしろ, ｢新政策｣でいう食料政策が単なる脇役でしか
なかったことは,およそ10年後,杜撰なBSE対策や偽装表示の横行とともに露呈した.
｢BSE問題に関する調査検討委員会｣の最終報告は, 1990年にイギリスから肉骨粉使用禁止
の情報が書面で農水省に提供されたにもかかわらず,対応策につき説明がなされなかったと指摘
した. 96年にWHOから肉骨粉禁止勧告を受けながら行政指導で済ませたことに対しては, ｢重
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大な失政だったといわざるを得ない｣と,強い調子で批判した.翌97年には,アメリカ,オー
ストラリアが肉骨粉を法律で禁止したにもかかわらず, 2000年までの3年間,農水省はこれと
いった対策をとらなかった(註1).一連の間顔の発生は,まさしく｢新政策｣が展開されてい
た頃のことである.消費者･国民の視点といいながら,肝心の｢新政策｣の食料政策が,単なる
脇役として,いかに杜撰に扱われたかはこれでもって判明した.
市場志向型｢新政策｣がことごとく破綻した以上,改めて農業･農村の起死回生を図るとすれ
ば,少なくとも｢新政策｣の軌道上から外れたところで抜本的に農政体系を組み替える作業が必
要とされていた.にもかかわらず,農業構造の展望にしろ全体のシナリオにしろ｢新農基法｣体
制下の農政は,露払い的役割を果たした｢新政策｣の軌道上にあるかに見える.
その功罪については,ややほころびが見え始めたグローバル化の成り行きや(註2),世界
の食料需給動向等を見極めながら｢新農基法｣の顛末とでも銘打って,別途検討する機会がやが
て訪れよう.
註: 1) BSE調査検討委員会の報告要旨については,日本農業新聞〔40〕による.
2)例えば農産物貿易について極端なグローバル化-自由貿易主義を主張した当のアメリカにおいても,
不足払いを含めたセーフティネットを求める政策志向が議会を中心に有力になりつつあるという.こ
の点について詳しくは′ト滞〔41〕を参照.
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